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児童館設置運営要綱 改正案全文 
 
第１ 総則 
１．趣旨 
 こどもの居場所については、児童の権利に関する条約（平成６年条約第２号）に掲げ
られた精神及びこども基本法（令和４年法律第 77号）の理念にのっとり、地域社会にお
いて、こどもの心身の健やかな成長、発達及びその自立が図られる環境を具現化する場
となる必要がある。本設置運営要綱は、重要なこどもの居場所の一つである児童館にお
いて、こどもの意見を尊重し、その最善の利益を優先して考慮し、こどもの育成に努め
ることができるよう、児童館の設置及び運営についての基本的な考え方を示すものであ
る。    

 
２．定義 
本設置運営要綱において、「児童館」とは、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以

下「法」という。）第 40 条に基づく児童厚生施設であって、18 歳未満のすべてのこども
を対象とし、地域における遊び及び生活の援助と子育て支援を行い、こどもの健康を増進
し、情操をゆたかにする屋内型施設をいう。また、児童館のうち、都道府県内等市町村域
を超えた広域的支援を担い、一定の設備等要件を具備したものを、「大型児童館」という。 

 
３．設置及び運営の主体 

 （１）市町村（特別区を含む。以下同じ。） 
 （２）公益社団法人、公益財団法人（以下、「社団・財団」という。） 
 （３）社会福祉法人 
 （４）都道府県（大型児童館に限る。） 
 （５）次の要件を満たす上記（１）から（４）以外の者（以下「その他の者」という。） 

ア 児童館を設置及び運営するために必要な経済的基礎があること。具体的には、児
童館の設置及び運営を行うために必要な土地及び建物について所有権を有してい
るか、又はこれらについて国若しくは地方公共団体から貸与を受けていること。ま
た、その際、安定的に賃借料を支払い得る財源が確保されていること。 

イ 社会的信望を有すること。  
ウ 実務を担当する幹部職員に、児童福祉及び社会福祉事業についての知識経験を
有する者を含むこと。なお、「知識経験を有する者」とは、児童館等の児童福祉施
設において、２年以上勤務した経験を有する者であるか、若しくはこれと同等の能
力を有すると認められる者であると解すること。 

エ 児童館の運営事業の経理区分が明確にできる等、財務内容が適正であること。特
に、直近の会計年度において、児童館を運営する事業以外の事業を含む当該主体の
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財務内容について、３年以上連続して損失を計上していないこと。 
 

４．対象児童 
 対象地域における 18 歳未満のすべてのこども及びその保護者を対象とすること。 

 
５．職員 
（１）児童館には、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生労働省令

第 63 号。以下、「設備運営基準」という。）第 38 条に規定する児童の遊びを指導す
る者（以下「児童厚生員」という。）を置かなければならない。また、職員配置に際
しては、対象年齢及び利用目的が多岐にわたることに配慮すること。 

（２）児童厚生員の数は、児童館ごとに２名以上とする。ただし、その１人を除き、児童
厚生員を補助する者をもってこれに代えることができる。 

（３）児童館には、設備運営基準第 40 条に規定する児童厚生施設の長（以下、「児童館
長」という。）を置き、運営管理の責任者とすること。 

（４）児童厚生員に加え、必要に応じて、その他の職員を置くこと。特に、中学生、高校
生等のこども（以下「中・高校生世代」という。）の支援や、運動・野外・芸術・科
学等の遊びのプログラムや体験活動等（以下、「遊びのプログラム等」という。）を実
施する場合は、当該知識技能を有する者を置くことが望ましい。 

 
６．関係機関等との連携 
（１）遊びのプログラム等の提供においては、地域の特別な技能等を有するボランティア

や民間団体等に積極的に協力を求めるとともに、関心ある人材を養成することに努
めること。 

（２）対象地域の保育所、小学校等関係機関や地域組織等と連携を密にし、こどもや地域
の福祉課題等の把握を行うこと。また、児童館活動の広報やこどもの権利に関する普
及に努めること。 

（３）児童館が地域子育て支援拠点又は地域子育て相談機関を実施する場合であって、事
業の実施を通じて支援が必要な妊産婦・こども・保護者等を把握した場合には、こど
も家庭センターに当該者に関する情報を共有し、必要に応じて支援の内容に関する
協議を行うこと。 

（４）必要に応じて、児童相談所、保健所、女性相談支援センター等の専門機関とも連携
すること。 

 
７．こどもに対する性暴力等の防止等 
学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措

置に関する法律（令和６年法律第 69 号）に基づき、事業所内におけるこどもに対する性
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暴力等を防止するため、「こども性暴力防止法施行ガイドライン」を踏まえ適切に対応す
ること。 

 
８．国の助成 

  国は、予算の範囲内において、市町村、社団・財団及び社会福祉法人の設置する児童館
又は都道府県が設置する大型児童館の整備に要する費用を別に定めるところにより補助
するものとする。 

 
第２ 児童館の役割等 
１．機能・役割 

  児童館は、次の機能を有し、地域において、これらの機能を互いに連関させながら発揮
し、総合的にこどもの健全育成を図る役割を担うものである。 
（１）遊び及び生活を通したこどもの発達の増進 
（２）こどもの居場所の提供 
（３）子育て家庭への支援 
（４）こどもの育ちに関する組織や人とのネットワークの推進 
（５）地域の健全育成の環境づくり 

 
２．設備 
建物には、設備運営基準第 37 条に定める集会室、遊戯室、図書室及び便所を設けるこ

とのほか、以下の点に留意すること。なお、図書室は、開館時間内にこどもが児童書等に
ふれることができるコーナー等を設置することで代えても差し支えない。また、すべての
こどもがその特性や背景にかかわらず利用できるよう、インクルーシブの観点も踏まえ
て合理的配慮を行うこと。 
（１）事務執行に必要な設備を設けるとともに、必要に応じ、遊びのプログラム等を実施

するに適したスペースのほか、相談室、静養室、中高生世代のニーズに応じたスペー
スや設備等を設けること。なお、他の社会福祉施設等を併設する場合で、施設の効率
的な運営を期待することができ、かつ、利用するこどもの支援や安全に支障がない場
合には、原則として、遊戯室、図書室以外の設備について、他の社会福祉施設等の設
備と共用することができる。 

（２）遊戯室は、屋内における運動等の実施が可能な広さを有すること。 
（３）建物の広さは、原則として、217.6平方メートル以上（都市部で児童館用地の取得

が困難と認められる場合等（以下「都市部特例」という。）においては、163.2 平方メ
ートル以上）とし、適当な広場を有すること。 

 
３．運営 
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運営にあたっては、以下の点に留意すること。また、具体的な運営に関する事項につい
ては、「児童館ガイドライン」（令和６年 12 月３日こ成環第 300 号こども家庭庁成育局長
通知において示したものをいう。以下同じ。)を参照すること。 
（１）開所時間、開所日数等は、地域の実情に応じて、利用者の利便性や支援の実効性を

勘案して検討すること。 
（２）設備運営基準第 40条に定める児童館長は、利用するこどもの把握に努め、こども

の健康等について必要に応じ保護者との連絡を行うこと。 
（３）こどもや保護者の人権への配慮及び個人情報の管理等に関する事項を規定する運

営管理規程を定めること。 
（４）事業運営が運営管理規程に基づいた取組に沿っているかについて、定期的に自己評

価を行うこと。 
（５）感染症や非常災害に備え、業務継続計画の策定に努めること。 
（６）児童館を利用するこどもについては、そのこどもの住所、氏名、年齢、緊急時の連

絡先等を必要に応じて把握するよう努めること。 
（７）児童館活動の充実を図るため、こどもの他、地域組織の代表者、学識経験者、学校

教職員、保護者等を構成員とする運営協議会等を設置し、その意見を聴くよう努める
こと。 

 
４．活動内容  
児童館は、設備運営基準第 39 条を踏まえつつ、上記「１．機能・役割」を具現化する

ため、こどもの意見を尊重した上で、以下のような活動を実施すること。また、活動内容
については「児童館ガイドライン」も参照すること。なお、「児童館の設置運営について」
（平成２年８月７日厚生省発児第 123 号厚生事務次官通知。以下「旧設置運営要綱」と
いう。）により設置された児童センターを前身とする児童館は、体力増進を目的とする活
動に取り組むこと。また、旧設置運営要綱により設置された大型センターを前身とする児
童館は、中・高校生世代への支援に取り組むこと。 
（１） 遊びによるこどもの育成 

児童館は、こどもの自主的な活動である遊びを保障し、発達段階に応じた活動を支
援すること。 

（２） こどもの居場所の提供 
ア 児童館は、こどもの居場所として、こどもの心身の安全を保障した環境づくりに
努めること。 

イ こども自身が過ごし方を選択し、そのことが尊重される環境づくりに努めること。 
ウ 中・高校生世代も利用できる施設であることから、開館時間等について実際に利 
用可能な環境づくりに努めること。 

（３） こどもの権利や意見を尊重した活動の実施 
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ア 児童館は、こどもが日常の遊びや生活の中で、こどもの権利が理解できるような
環境や機会を設けること。 

  イ こどもや保護者が権利について学ぶことができるように努めること。 
（４） 配慮を必要とするこどもへの対応 

ア 児童館は、インクルージョン（包容・参加）の観点から障害のあるこどもや、社
会的・文化的な困難な状況にあるこども等へ必要な配慮を行うこと。 

イ 障害のあるこどもの利用に当たっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関
する法律（平成 25 年法律第 65 号）に基づき、合理的配慮に努めること。 

（５） 子育て支援の実施 
ア 児童館は、こどもとその保護者が広く地域の人々と関わりを持てるように支援 
すること。 

イ 児童館は、児童虐待の予防に心掛け、必要に応じて相談機関等につなぐ役割を果 
たすこと。 

ウ 特に乳幼児は保護者とともに利用するため、児童館は保護者と協力して乳幼児 
を対象とした活動を進めること。 

エ 児童館は、地域の子育て支援ニーズの把握や相談対応に努め、関係機関等と連携
を図りながら、子育てしやすい環境づくりに努めること。     

（６）地域の健全育成の環境づくり 
 児童館の活動を広報等するとともに、地域の様々なこどもの育成活動に協力する等、
児童館の活動への理解や協力が得られるように努めること。 

（７）ボランティア等の育成と活動支援 
 ア 利用するこどもが児童館や地域社会で自発的に活動できるように支援すること。 
 イ 地域住民が、ボランティア等で児童館の活動に参加できる機会を提供すること。 
 ウ 中・高校生世代、大学生等の職場体験、施設実習の受入れ等に努めること。 
 
 

第３ 大型児童館の役割等 
１．機能・役割 

  大型児童館は、固有の施設特性を有し、都道府県内等の広域的支援の役割を担う、こど
もの健全育成に関する地域の中核的施設である。広域的支援の具体的な範囲は、都道府県
が大型児童館を設置する場合には都道府県域を、都道府県以外の者が設置する場合には、
当該大型児童館が設置されている市町村や近隣市町村域が考えられる。 
大型児童館は、「第２ 児童館の役割等」における「１．機能・役割」に加え、以下の

ような機能・役割を担う。 
（１） 対象地域内の児童館の連絡調整・支援 

 ア 対象地域内の児童館へ向けた研修を行うこと。 
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 イ 広報等により、対象地域内における児童館の活動について啓発に努めること。 
（２）広域的・専門的な支援の展開 

災害発生時に、対象地域内への支援を進め、特に児童館、こどもの居場所、遊び場
に対する支援を行うこと。 

 
２．設備 

  大型児童館が持つ設備は、「第２ 児童館の役割等」における「２．設備」（ただし、建
物の広さに係る部分を除く。）に加えて、以下のとおりとする。 
（１）建物の他に適当な広場を有しており、遊びのプログラム等を実施するに適した諸室

に加え、必要に応じて研修室、多目的ホール、乳幼児や中高生世代のニーズに応じた
設備等を設けること。 

（２）必要に応じて、移動型児童館用車両を備えること。 
（３）建物の広さは、原則として、2,000平方メートル以上とすること。ただし、旧設置

運営要綱におけるB型児童館を前身とする大型児童館については、原則として、1,500
平方メートル以上とすること。 

（４）宿泊設備を有した大型児童館においては、以下の点に留意すること。 
ア 宿泊室、食堂・厨房、脱衣・浴室等を設けること。 
イ キャンプ等の野外活動ができる設備を設けること。 

 ウ 衛生等に関する関係法令を遵守すること。 
 
３．運営 
大型児童館の運営は、「第２ 児童館の役割等」における「３．運営」に加えて、以下

のとおりとする。 
（１）開館時間、開館日数等は、日曜・祝祭日の開館及び夜間利用に配慮すること。 
（２）地域資源の把握や、施設間の緊密な連携を促すため、大型児童館が中心となって定

期的に会議等を開催する等、児童福祉施設等の関係者との交流等に努めること。 
（３）宿泊活動や野外活動を行う場合は、以下の点に留意すること。 
ア 引率責任者及びこどもの住所、氏名、年齢、緊急時の連絡先等を把握すること。 
イ 利用児童等に対する保健衛生には特に配慮すること。 
ウ 利用するこどもが野外活動を行う場合には、十分な事故防止、安全管理等の措置を
講じること。 

 
４．活動内容 
大型児童館は、「第２ 児童館の役割等」における「４．活動内容」に加えて、地域や

施設の実情に応じて、活動内容を検討し、実施すること。また、利用者や関係者に対し
て、遊びのプログラム等の推進を行うこと。 
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また、旧設置運営要綱により設置された大型児童館のうち B 型児童館を前身とする大
型児童館は、その設置目的である宿泊を伴う野外活動に取り組むこと。その際、以下の
活動内容を検討し、実施すること。 
（１）立地条件を生かした各種の自然体験活動、その他自然とふれあう野外活動。 
（２）野外活動から得られる各種遊びの内容や、指導技術の開発と域内の児童館等への普

及活動。 
 
附則 
１． 旧設置運営要綱に定められていた小型児童館及び児童センター、その他の児童館

並びに A 型児童館及びＢ型児童館は、本設置運営要綱に基づく児童館とする。また、
旧設置運営要綱に定められていた A 型児童館及び B 型児童館は、本設置運営要綱に
基づく大型児童館とする。 

２．旧設置運営要綱に定められていた児童福祉法第 24 条第１項ただし書に基づいて使用
されていた児童館については、その事業内容に応じて、認可外保育施設の届出を行うこ
と等を検討すること。 

 


	第１　総則
	１．趣旨
	２．定義
	３．設置及び運営の主体
	４．対象児童
	５．職員
	６．関係機関等との連携
	７．こどもに対する性暴力等の防止等
	８．国の助成

	第２　児童館の役割等
	１．機能・役割
	２．設備
	３．運営
	４．活動内容

	第３　大型児童館の役割等
	１．機能・役割
	２．設備
	３．運営
	４．活動内容

	附則

